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・高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団体の助成

の働きかけ

・乗合タクシー等高齢者が利用しやすいサービスの導入に向けた

地方公共団体等との連携

・タクシーの相乗り促進
* 配車アプリを活用した実証実験 【平成29年度中実施】

・過疎地域におけるサービス維持のための取組

１.公共交通機関の活用１.公共交通機関の活用

・検討プロセスのガイドライン化
* 市町村等が行う自家用有償運送の導入の円滑化

【平成29年度中実施】

・市町村が主体となる自家用有償運送の活用の円滑化

・地方公共団体等に対する制度の周知徹底

３.自家用有償運送の活用３.自家用有償運送の活用

・貨客混載の推進
* 過疎地域における旅客運送と貨物運送のかけもち

【平成29年６月末までに結論】

・スクールバス等への混乗

２.貨客混載等の促進２.貨客混載等の促進

・ルールの明確化
* 道路運送法上の「許可・登録を要しない輸送」について、

ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可能な範
囲を明確化 【平成29年度中検討・結論】

* 営利を目的としない「互助」による輸送のためにNPOが自
治体の車両を活用するなど、輸送の対価に当たらない支援
を例示 【平成29年９月までに実施】

・実施にあたっての条件整備

・「互助」による輸送の導入に関する情報提供

・介護サービスと輸送サービスの連携

* 地域における運輸部門と福祉部門の連携強化
【速やかに周知】

* 介護保険制度の移動支援サービスの明確化・普及拡大
【平成29年７月までに実施】

５.福祉行政との連携５.福祉行政との連携

・地方運輸局の取組強化

・制度・手続等の周知徹底

・地域主体の取組の推進

６.地域における取組に対する支援６.地域における取組に対する支援

高齢者の移動手段の確保に関する検討会 中間とりまとめ概要

○高齢運転者による重大な交通死亡事故の相次ぐ発生や改正道路交通法の施行等を背景に、運転に不安を感じる高齢者が、自家用車に
依存しなくとも生活の質を維持していくことが課題

○昨年11月の「高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議」における「自動車の運転に不安を感じる高齢者の移動手段
の確保など、社会全体で高齢者の生活を支える体制の整備を着実にすすめる」との総理指示

○高齢者が移動できる環境の整備について、その方策を幅広く検討するため、「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」を開催

具体的方策

検
討
の
背
景

４.許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化
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許可・登録を要しない輸送

国土交通省事務連絡（平成18年）

「道路運送法における登録又は許可を要しない運送の態様について」

(1)-１ 利用者からの給付が、任意の謝礼と認められる場合

(1)-２ 利用する・しないに関わらず 会費等が一律の場合

(2)-１ 利用者からの給付が野菜や地域通貨など換金性が乏しい財物などで行われる場合

(2)-２ ボランタリーなサービスを相互に提供し合う場合

(3）利用者からの給付がガソリン代実費、道路通行料、駐車料金(特定費用)のみの場合

(4)-１ 市町村の事業として市町村の車両で実施されるなど、利用者の負担がゼロの場合

(4)-２ 自家輸送の場合

(4)-３ 子供の預かりや家事身辺援助等のサービスと一体型の場合

(4)-４ 利用者の所有車両で送迎を行う場合
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許可・登録を要しない輸送の「運送の対価に当たらない支援」の明確化

利用者の負担 市町村による支援

○○市

〇実際の運送に要する
・燃料代

・道路通行料
・駐車場料金

〇任意の謝礼

× 運送の対価

〇市町村の
車両を無償
で使用

○○市

×運転者の人件費

〇車両購入費
や維持管理
経費の補助

輸送を行うNPOや社会福祉法人

※国土交通省作成資料
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包
括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。

厚生労働省資料
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IHEP

Institute for Health Economics and Policy

「自助・互助・共助・公助」から見た地域包括ケアシステム

自助、互助、共助、公助を担う全ての人たちに「具体的に行動しても
らう」必要がある。

互 助

公 助共 助

自 助

一般財源による高齢者福祉事業等
生活保護
人権擁護・虐待対策

介護保険に代表される社会保険制度及
びサービス

ボランティア活動
住民組織の活動

当事者団体による取組
高齢者によるボランティア・生きがい就労

ボランティア・住民組織の活動への公的支援

自分のことを自分でする
自らの健康管理（セルフケア）
市場サービスの購入

出典：地域包括ケア研究会報告書「地域包括ケアシステム構築における今後の検討のための論点（平成25年3月）」
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訪問型サービスD

１）買い物、通院、
外出時の支援

２）通所型サービ
スBへの送迎
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総合事業の類型と補助が可能な経費

総合事業の類型 訪問Dケース１）
通院や買物等

訪問Dケース２）
通所目的

訪問B 通所Ｂ 一般介護予防
事業*1

内容・目的地

通院等におけ
る送迎前後の
付添支援（目的
地はｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄによる）

通所Bや一般介
護予防事業によ
る通いの場の送
迎を別主体が実
施

（住民主体
で）家事支
援等生活支
援の一部と
して送迎を
実施

通所型サービス
Ｂへの送迎（同一
主体でも別主体
でも）

通いの場への送
迎（同一主体で
も別主体でも）

補
助
が
可
能
な
経
費

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ人件費 〇 〇 〇 〇 〇（市町村判断）

家賃・通信費等 〇 〇 〇 〇 〇（市町村判断）

車両維持購入費 × 〇（市町村判断） × 〇（市町村判断） 〇（市町村判断）

ガソリン代 × 〇 × 〇 〇

補助対象となる利用者 要支援1、要支援2、基本チェックリスト該当者 高齢者は誰でも

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの要否 要 要 要 要 不要

利用者負担 *2
（登録不要の場合）

ガソリン代
実費①

サロン利用料
のみ③

家事支援と
同一の利用
料④

サロン利用料
のみ③

サロン利用料
のみ③

出典：特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク「総合事業de移動・外出支援 Let‘s start」，2018
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訪問型サービスDの２つの類型（ケース１）

通院等をする場合における送迎前後の付添支援

ケース１）通院や買物等

〇 × 〇 〇 × 〇
※通院等乗降介
助のイメージ

【補助は間接経費だけ】

病院等

• ケアマネジメントに基づき必要に応じて付添や見守りを行う

• 目的地は生活支援の範囲内であれば、通院のほか買物支援も可

• 補助金は、サービス調整の人件費等の間接経費のみが対象(車両や

ガソリン代等の補助は不可）
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●ボランティアがマイカーを使い、ドア・ツー・ドアで、利用者の希望す
る目的地へ送迎する。

●利用者と運転者をつなぎ、日々のサービス提供計画を立てるコー
ディネーターが必要。

プラン③ マイカーで個別送迎

典 型 例

目的地 近場であれば自由（ケアマネジメントを踏まえて）

補助対象者 要支援者等（訪問Ｄ）

利用者負担 ガソリン代実費

道路運送法 手続き不要

担い手 無償の送迎ボランティア

車両 マイカー

総合事業の類型（事
例）

■訪問Ｄケース１（米原市、大綱白里市）

補助できる経費
■訪問Ｄケース１

⇒コーディネーター人件費、付添支援を根拠とした間接経費の補助（家賃
等）

出典：特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク「総合事業de移動・外出支援 Let‘s start」，2018
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訪問型サービスDの２つの類型（ケース2）

ケース 2) 通所目的 「サロン送迎型」

通いの場

【間接経費と合わせ直接経費も補助可】 ※市町村の裁量により判断

通所型サービスＢにおいて、その送迎を別主体で実施

〇 〇

通所型サービスBや一般介護予防事業による通いの場（サロン等）
の送迎を別主体が行う場合

補助金は、間接経費のほか、ガソリン代など送迎にかかる実費、車両
購入費など具体的な対象経費は、費用の効率性の観点から市町村
の判断に委ねられている
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●ボランティアが自分の車で、1～2人をサロン等の居場所に連れて
行く。

●サロン利用料が設定可能。
●サロンを店舗内に設定したり移動販売に来てもらえば買物支援
にも。

プラン① マイカーでのサロン送迎

典 型 例

目的地 サロン等の居場所（一般介護予防、通所Ｂ等）

補助対象者 高齢者全般（一般介護予防）、要支援者（通所Ｂ、訪問Ｄ）

利用者負担 サロン利用料（送迎代の加算は不可）

道路運送法 手続き不要

担い手 サロンの参加者や送迎のボランティア

車両 マイカー

総合事業の類型（事
例）

■一般介護予防（国東市）
■通所Ｂ
■訪問Ｄケース２（網走市）

補助できる経費 ■一般介護予防⇒サロン運営費（家賃等）＋ガソリン代実費
■通所Ｂ⇒コーディネーター人件費、家賃等、ガソリン代実費
■訪問Ｄケース２⇒コーディネーター人件費、家賃等、ガソリン代実費

出典：特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク「総合事業de移動・外出支援 Let‘s start」，201811



●1台の車両で利用者宅へ迎えに行き、サロン等の居場所へ送迎
する。サロンからスーパー等へ出かけたり帰りに寄り道する方法も。

●集うことで参加者同士の関係ができ、乗りあう楽しさが生まれる。
●交流と用足しで外出意欲が高まる一石二鳥のプラン。

プラン② 乗り合ってサロンに送迎

典 型 例

目的地 サロン等の居場所（一般介護予防、通所Ｂ等）

補助対象者 高齢者全般（一般介護予防）、要支援者（訪問Ｂ・Ｄ、通所Ｂ）

利用者負担 サロン利用料（送迎代の加算は不可）

道路運送法 手続き不要

担い手 社会福祉法人の職員や送迎のボランティア

車両 社会福祉法人の空き車両など

総合事業の類型（事
例）

■訪問Ｄケース２（秦野市、防府市）■一般介護予防（神栖市）■通所Ｂ

補助できる経費
■訪問Ｄケース２⇒コーディネーター人件費、家賃等、ガソリン代実費
■一般介護予防⇒サロン運営費（家賃等）＋ガソリン代実費
■通所Ｂ⇒コーディネーター人件費、家賃等、ガソリン代実費

オプション サロンに集まらずに直接特定のスーパーへの買物（総合事業活用なし）

出典：特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク「総合事業de移動・外出支援 Let‘s start」，201812



社会福祉法人の「地域における公益的な取組」
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集会
所

指定
の

場所

バスが地域
を巡回

駐車場

公民
館

イオン防府店

防府市

社会福祉法人
蓬莱会

通所介護事業所
地域

（にしき健康くらぶ後援
会）

民生委員、自治会長
を含む、地域住民で
構成

↓
地域の高齢者問題
の総合窓口化

燃料費実費補助
訪問型サービスＤ

バス運行

業務委託
その他生活支援サービス
（通所型サービスＡの基準で）
＠2,250/人

介護予防教室
見守り活動
その他事務

活動補助
通所型サービスＢ
＠2,000/回

運営の手伝い
地域の意見集約

イオン防府店

協力要請

会場提供
見守り

「幸せます健康くらぶ」
（山口県防府市）
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人口：117,713人
高齢化率：28.9％
(H28.1月現在）プラン⑤ 有償でどこへでも個別送迎

●利用者から非営利の範囲内で運賃が受け取れる。遠くても個別に
送迎でき、目的地の自由度が高い方法。
●道路運送法上の登録手続きが必要。福祉有償運送は利用者が要
介護者、要支援者、障がい者等に限定され、元気高齢者は対象外。
●利用者と運転者をつなぎ、日々のサービス提供計画を立てるコーディ
ネーターと組織的な運営が必要。

典 型 例

目的地 自由（ケアマネジメントを踏まえて）

補助対象者 要支援者（訪問Ｄ）

利用者負担 運送の対価（距離制や時間制）、運送の対価以外（介助料、待機料等）

道路運送法 福祉有償運送または公共交通空白地有償運送の登録が必要

担い手 有償ボランティア、法人の職員

車両 マイカー、法人車両

総合事業の類型（事
例）

■訪問型Ｄケース１（取手市、美郷町）

補助できる経費
■訪問型Ｄケース１
⇒コーディネーター人件費、間接経緯の補助（家賃等）

オプション 4条ぶら下がり許可事業者による送迎（いわゆる介護タクシー）
出典：特定非営利活動法人 全国移動サービスネットワーク「総合事業de移動・外出支援 Let‘s start」，201815


